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通達様式第１０号 （日本工業規格Ａ列４）

取次機関に関する申告書

年 月 日

厚 生 労 働 大 臣 殿

(ふりがな)

住 所

②申請者

(ふりがな)

氏 名 印

下記の事務所に係る取次機関については、当該国において事業を合法的に実施することが認めら

れていることを申告します。

記

事 業 所 の 名 称

所 在 地

取次機関の名称

住 所

事 業 内 容

(記載要領)

②欄には、申請者の住所（法人又は団体にあっては本店又は主たる事務所の所在地）を記載し、

及び申請者の氏名（法人又は団体にあってはその名称及び代表者の氏名）を記名押印又は署名の

いずれかより記載すること。
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通達様式第１１号 （日本工業規格Ａ列４）

年 月 日

有料職業紹介事業許可条件通知書

殿

厚生労働大臣

年 月 日付け許可番号 の許可は下記の理由により次の許可条件を付して行う。
なお、この処分に不服のあるときは、処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内（ただし、処

分のあった日の翌日から起算して１年以内）に、厚生労働大臣に対し異議申立てをすることができる。
また、処分の取消しの訴えは、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（ただし、処分

のあった日の翌日から起算して１年以内）に、国を被告（代表者は法務大臣）として提起することができる。ただ
し、異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から６か月以内（ただし、決定のあった日の翌日から起算して１年以内）に提起することができる。

（許可条件）
１ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第５６条の規定により使用を禁止されている児童の紹介を行わないこ
と。

２ 貸金業又は質屋業と兼業する場合（法人の代表者又は役員が、他の法人等で兼業する場合も含む。）は、当該
兼業する事業における債務者について紹介を行わず、また、債務者を求職者としないこと。

３ 変更の届出により有料職業紹介事業を行う事業所を新設する場合は、当該事業所においても、許可基準の所定
の要件を満たすこと。なお、許可基準の１の要件を満たしつつ有料職業紹介事業を行うことのできる事業所数は、

年 月 日時点で 事業所までであること。

４ 合理的な理由なく特定の求人者に限って職業紹介を行うものでないこと。

５ 職業紹介事業所間における業務提携を行う場合は、次の事項を遵守すること。
(1) 業務提携による職業紹介を実施し得る職業紹介事業者は、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号。以下
「法」という。）の規定により適法に許可を受け、又は届出をした職業紹介事業者に限られるものであること。

(2) 求職者に対する労働条件等の明示に係る職業紹介事業者の義務（法第５条の３）は、実際に求職者に対し
て求人のあっせんを行う職業紹介事業者が自らの責任において履行すること。

(3) 業務提携に際して求人又は求職を他の職業紹介事業者に提供しようとする場合には、あらかじめ求人者又
は求職者に提供先の職業紹介事業者に関する次の事項を明示し、求人者又は求職者が求人又は求職の提供に
同意する場合に限って行うこととし、求人者又は求職者が求人又は求職の提供に同意しない場合には業務提
携の対象としないこと。
ａ 事業所の名称及び所在地、許可番号
ｂ 法第３２条の１３及び職業安定法施行規則(昭和２２年労働省令第１２号。以下「則」という。）
第２４条の５に規定する次の明示事項
・ 取り扱う職種の範囲その他業務の範囲
・ 手数料に関する事項
・ 苦情の処理に関する事項
・ 個人情報の取扱いに関する事項

(4) 職業紹介事業者が業務提携について明示し、その上で求人者又は求職者が求人又は求職の提携先への提供
に同意した場合には、当該提携先は、法の規定により当該求人又は求職を受理しないことが認められる場合
を除き、当該求人又は求職を受理するものとすること。

(5) 求職者に対してその能力に適合する職業を紹介し、求人者に対してはその雇用条件に適合する求職者を紹
介するように努めること。

(6) 手数料はあっせんを行う職業紹介事業者による手数料の定めの範囲内で当該職業紹介事業者が徴収するも
のとすること。

６ 法第３３条の７の規定による勧告を遵守すること。

（理 由）
１ 上記１の理由

ＩＬＯ第１８１号条約第９条の趣旨による。

２ 上記２の理由
貸金業又は質屋業を行う者が該当営業における債務者を紹介することにより、強制労働や中間搾取等の求職者

保護に欠ける事態が発生することを防止する必要があるため。

３ 上記３の理由
許可後に届出により新設される有料職業紹介事業を行う事業所においても、有料職業紹介事業許可基準におい

て定められた要件を満たすことにより、適正な事業運営を確保する必要があるため。
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４ 上記４の理由
合理的な理由なく求人者を特定することにより求人者の利益に偏った職業紹介が行われる可能性があり、違

法・不当な職業紹介になることを防止する必要があるため。

５ 上記５(1)の理由
職業紹介事業者間の業務提携とは、職業紹介事業者が自ら受理した求人又は求職を、あらかじめ特定された

他の職業紹介事業者に提供し、当該他の職業紹介事業者が当該求人又は求職についてあっせんを行うことをいい、
各職業紹介事業者は、職業紹介の全部又は一部を行うものであり、法の規定により適法に許可を受け、又は届出
をする必要があるため。

６ 上記５(2)の理由
職業紹介事業者間の業務提携において、あっせんは１つの職業紹介事業者でしか行われ得ず、あっせんを行う

職業紹介事業者のみが職業紹介行為（求人及び求職の申込みを受け、雇用関係の成立をあっせんすること）の全
部を行うことから、職業紹介に当たり行わなければならない求職者に対する労働条件等の明示に係る職業紹介事
業者の義務は、実際に求職者に対して求人のあっせんを行う職業紹介事業者が自らの責任において履行すべきも
のであるため。

７ 上記５(3)の理由
求職者の個人情報の取扱いに係る職業紹介事業者の義務は、業務提携による職業紹介の過程で求職者の個人情

報を取り扱うすべての職業紹介事業者に課されるものであり、また、守秘義務(法第５１条第１項)及び業務上知
り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない義務（法第５１条第２項）（以下「守秘義務等」という。）も同
じく業務提携による職業紹介の過程で秘密等を取り扱うすべての職業紹介事業者に課されるものであり、求人者
又は求職者が求人又は求職の提供に同意しない場合にこれを行うことは、守秘義務等に反するため。
なお、具体的には、

(1) 求人については、職業紹介事業者は守秘義務等を負っており、業務提携に際して求人を他の職業紹介事業
者に提供しようとする場合には、あらかじめ求人者に業務提携の内容として、提供先の職業紹介事業者に関
する次の事項を明示し、求人者が求人の提供に同意する場合に限って行うこととし、求人者が求人の提供に
同意しない場合には業務提携の対象としないこととしなければならない。
ａ 事業所の名称及び所在地、許可番号
ｂ 法第３２条の１３及び則第２４条の５に規定する明示事項
・ 取り扱う職種の範囲その他業務の範囲
・ 手数料に関する事項
・ 苦情の処理に関する事項
・ 個人情報の取扱いに関する事項

(2) 求職については、職業紹介事業者はその業務の目的の達成に必要な範囲内で求職者の個人情報を収集し、
保管し、及び使用する義務（法第５条の４第１項）、求職者の個人情報を適正に管理するために必要な措置を
講じる義務（同条第２項)並びに守秘義務等を負っており、業務提携に際して求職を他の職業紹介事業者に提
供しようとする場合には、あらかじめ求職者に業務提携の内容（具体的には(1)に同じ。）を明示し、求職者
が求職の提供に同意する場合に限って行うこととし、求職者が求職の提供に同意しない場合には業務提携の
対象としないこととしなければならない。

(3) 以上を確実に実施できるようにするため、職業紹介事業者は、提携先への提供に同意する求人又は求職と
それ以外の求人又は求職を分類して管理しておくことが適当である。

８ 上記５(4)の理由
求人又は求職の申込み（法第５条の５及び第５条の６第１項）
業務提携による職業紹介の過程で行われる求人又は求職の受理はいずれも求人又は求職の申込みに係る原則

（法第５条の５及び第５条の６第１項）の適用を受けるものであり、他の職業紹介事業者から提供される求人
又は求職を受ける際にも同様に適用されるものであることから、職業紹介事業者が業務提携について明示し（
７参照）、その上で求人者又は求職者が求人又は求職の提携先への提供に同意した場合に、当該提携先が当該求
人又は求職を受理しないことは原則として認められない（この場合の例外は、法第３２条の１２第１項の規定
により職業紹介事業者が業務の範囲を限定して届け出た場合等法において求人又は求職の不受理が認められて
いる場合）。

９ 上記５(5)の理由
求職者に対しその能力に適合する職業を紹介し、求人者に対してはその雇用条件に適合する求職者を紹介する

ように努める努力義務は、業務提携による職業紹介に関わる全ての職業紹介事業者に課されるものであるため。

10 上記５(6)の理由
業務提携による職業紹介を行う職業紹介事業者のうち、職業紹介行為を一貫して行うのはあっせんを行う職業

紹介事業者のみであることから、手数料は当該職業紹介事業者による手数料の定めの範囲内で当該職業紹介事業
者が徴収できるものであるため。
なお、求人又は求職を受理し、自らはあっせんを行わず、当該求人又は求職を他の職業紹介事業者に提供した

職業紹介事業者に対して、求人又は求職の受理等に係る事務処理に一定の費用を要していること等の理由により、
徴収した手数料を事後的に配分すること（例えば、あっせんを行う職業紹介事業者が徴収した手数料のうち一定
額に相当する額を求人又は求職を提供した職業紹介事業者に支払うこと）は差し支えない。

11 上記６の理由
労働力の需要供給を調整するため特に必要がある場合に行われるものであり、職業紹介事業者として遵守すべ

きものであるため。
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通達様式第１２号 （日本工業規格Ａ列４）

年 月 日

無料職業紹介事業許可条件通知書

殿

厚生労働大臣

年 月 日付け許可番号 の許可は下記の理由により次の許可条件を付して行う。
なお、この処分に不服のあるときは、処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内（ただし、処

分のあった日の翌日から起算して１年以内）に、厚生労働大臣に対し異議申立てをすることができる。
また、処分の取消しの訴えは、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（ただし、処分

のあった日の翌日から起算して１年以内）に、国を被告（代表者は法務大臣）として提起することができる。ただ

し、異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の
翌日から６か月以内（ただし、決定のあった日の翌日から起算して１年以内）に提起することができる。

（許可条件）

１ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第５６条の規定により使用を禁止されている児童の紹介を行わないこ
と。

２ 貸金業又は質屋業を兼業する場合（法人の代表者又は役員が、他の法人等で兼業する場合も含む。）は、当該

兼業する事業における債務者について紹介を行わず、また、債務者を求職者としないこと。

３ 変更の届出により無料職業紹介事業を行う事業所を新設する場合は、当該事業所においても、許可基準の所定

の要件を満たすこと。なお、許可基準の１の要件を満たしつつ無料職業紹介事業を行うことのできる事業所数は、
年 月 日時点で 事業所までであること。

４ 合理的な理由なく特定の求人者に限って職業紹介を行うものでないこと。

５ 職業紹介事業所間における業務提携を行う場合は次の事項を遵守すること。

(1) 業務提携による職業紹介を実施し得る職業紹介事業者は、職業安定法(昭和２２年法律第１４１号。以下「法」
という。) の規定により適法に許可を受け、又は届出をした職業紹介事業者に限られるものであること。

(2) 求職者に対する労働条件等の明示に係る職業紹介事業者の義務（法第５条の３）は、実際に求職者に対して
求人のあっせんを行う職業紹介事業者が自らの責任において履行すること。

(3) 業務提携に際して求人又は求職を他の職業紹介事業者に提供しようとする場合には、あらかじめ求人者又は
求職者に提供先の職業紹介事業者に関する次の事項を明示し、求人者又は求職者が求人又は求職の提供に同
意する場合に限って行うこととし、求人者又は求職者が求人又は求職の提供に同意しない場合には業務提携

の対象としないこと。
ａ 事業所の名称及び所在地、許可番号

ｂ 法第３３条第４項において準用する法第３２条の１３及び職業安定法施行規則（昭和２２年労働省令
第１２号。以下「則」という。）第２５条において準用する則第２４条の５に規定する次の明示事項

・ 取り扱う職種の範囲その他業務の範囲
・ 苦情の処理に関する事項

・ 個人情報の取扱いに関する事項
(4) 職業紹介事業者が業務提携について明示し、その上で求人者又は求職者が求人又は求職の提携先への提供に
同意した場合には当該提携先は、法の規定により当該求人又は求職を受理しないことが認められる場合を除
き、当該求人又は求職を受理するものとすること。

(5) 求職者に対してその能力に適合する職業を紹介し、求人者に対してはその雇用条件に適合する求職者を紹介
するように努めること。

６ 法第３３条の７の規定による勧告を遵守すること。

（理 由）
１ 上記 1 の理由

ＩＬＯ第１８１号条約第９条の趣旨による。

２ 上記２の理由
貸金業又は質屋業を行う者が該当営業における債務者を紹介することにより、強制労働や中間搾取等の求職者

保護に欠ける事態が発生することを防止する必要があるため。

３ 上記３の理由

許可後に届出により新設される無料職業紹介事業を行う事業所においても、無料職業紹介事業許可基準におい
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て定められた要件を満たすことにより、適正な事業運営を確保する必要があるため。

４ 上記４の理由
合理的な理由なく求人者を特定することにより求人者の利益に偏った職業紹介が行われる可能性があり、違

法・不当な職業紹介になることを防止する必要があるため。

５ 上記５(1)の理由
職業紹介事業者間の業務提携とは、職業紹介事業者が自ら受理した求人又は求職を、あらかじめ特定された

他の職業紹介事業者に提供し、当該他の職業紹介事業者が当該求人又は求職についてあっせんを行うことをいい、

各職業紹介事業者は、職業紹介の全部又は一部を行うものであり、法の規定により適法に許可を受け、又は届
出をする必要があるため。

６ 上記５(2)の理由
職業紹介事業者間の業務提携において、あっせんは１つの職業紹介事業者でしか行われ得ず、あっせんを行

う職業紹介事業者のみが職業紹介行為（求人及び求職の申込みを受け、雇用関係の成立をあっせんすること）

の全部を行うことから、職業紹介に当たり行わなければならない求職者に対する労働条件等の明示に係る職業
紹介事業者の義務は、実際に求職者に対して求人のあっせんを行う職業紹介事業者が自らの責任において履行

すべきものであるため。

７ 上記５(3)の理由
求職者の個人情報の取扱いに係る職業紹介事業者の義務は、業務提携による職業紹介の過程で求職者の個人

情報を取り扱うすべての職業紹介事業者に課されるものであり、また、業務上知り得た情報をみだりに他人に

知らせてはならない義務（法第５１条の２）も同じく業務提携による職業紹介の過程で当該情報を取り扱うす
べての職業紹介事業者に課されるものであり、求人者又は求職者が求人又は求職の提供に同意しない場合にこ

れを行うことは、業務上知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない義務に反するため。
なお、具体的には、

(1) 求人については、職業紹介事業者は業務上知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない義務を負っ
ており、業務提携に際して求人を他の職業紹介事業者に提供しようとする場合には、あらかじめ求人者に業

務提携の内容として、提供先の職業紹介事業者に関する次の事項を明示し、求人者が求人の提供に同意する
場合に限って行うこととし、求人者が求人の提供に同意しない場合には業務提携の対象としないこととしな

ければならない。
ａ 事業所の名称及び所在地、許可番号

ｂ 法第３３条第４項において準用する法第３２条の１３及び則第２５条において準用する則第２４条の５

に規定する明示事項
・ 取り扱う職種の範囲その他業務の範囲

・ 苦情の処理に関する事項
・ 個人情報の取扱いに関する事項

(2) 求職については、職業紹介事業者はその業務の目的の達成に必要な範囲内で求職者の個人情報を収集し、
保管し、及び使用する義務（法第５条の４第１項）、求職者の個人情報を適正に管理するために必要な措置

を講じる義務（同条第２項）並びに業務上知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない義務を負って
おり、業務提携に際して求職を他の職業紹介事業者に提供しようとする場合には、あらかじめ求職者に業務

提携の内容（具体的には(1)に同じ。）を明示し、求職者が求職の提供に同意する場合に限って行うこととし、
求職者が求職の提供に同意しない場合には業務提携の対象としないこととしなければならない。

(3) 以上を確実に実施できるようにするため、職業紹介事業者は、提携先への提供に同意する求人又は求職と
それ以外の求人又は求職を分類して管理しておくことが適当である。

８ 上記５(4)の理由
求人又は求職の申込み（法第５条の５及び第５条の６第１項）
業務提携による職業紹介の過程で行われる求人又は求職の受理はいずれも求人又は求職の申込みに係る原則

（法第５条の５及び第５条の６第１項）の適用を受けるものであり、他の職業紹介事業者から提供される求人
又は求職を受ける際にも同様に適用されるものであることから、職業紹介事業者が業務提携について明示し（

７参照）、その上で求人者又は求職者が求人又は求職の提携先への提供に同意した場合に、当該提携先が当該求

人又は求職を受理しないことは原則として認められない(この場合の例外は、法第３３条第４項において準用
する法第３２条の１２第１項の規定により職業紹介事業者が業務の範囲を限定して届け出た場合等法において

求人又は求職の不受理が認められている場合）。

９ 上記５(5)の理由
求職者に対しその能力に適合する職業を紹介し、求人者に対してはその雇用条件に適合する求職者を紹介す

るように努める努力義務は、業務提携による職業紹介に関わるすべての職業紹介事業者に課されるものである

ため。

10 上記６の理由

労働力の需要供給を調整するため特に必要がある場合に行われるものであり、職業紹介事業者として遵守す
べきものであるため。
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通達様式第１３号 （日本工業規格Ａ列４）

職業紹介事業代表者死亡届

① 平成 年 月 日

労働局長 殿

② 届出者住所

氏 名 印

下記のとおり届けます。

記

③許 可 番 号 ④事業の種類 有 料 ・ 無 料

⑤ 事 名 称

業

所 所 在 地 ℡ （ ）

⑥死 亡 者 氏 名

⑦死 亡 年 月 日

⑧事業の継続者氏名

⑨ 死 亡 者 と の 関 係

⑩備 考

(記載要領)

②欄には、届出者の住所を記載し、及び届出者の氏名を記名押印又は署名のいずれかに

より記載すること。
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通達様式第１４号－１ （日本工業規格Ａ列４）

職業紹介責任者講習会 新規・継続 実施申出書

年 月 日

厚生労働省職業安定局長 殿

申出者名（実施機関名）

代表者名 印

住 所

電話番号

別添の書類と併せて、実施日程により、職業紹介責任者講習会を 新規・継続 実施

いたしたく申し出ますので、よろしくお取り計らい下さい。

なお、当○○及び当○○の全役員につきまして、職業安定法第３２条の各号に規定

する欠格事由のいずれにも該当しないことを誓約いたします。

（記載要領）

※上記の下線部分については、「新規・継続」のいずれか該当するものを○で囲むこと。
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通達様式第１４号－２ （日本工業規格Ａ列４）

職業紹介責任者講習会実施日程等の掲載申出書

年 月 日

厚生労働省職業安定局

派遣・有期労働対策部 需給調整事業課 御中

申出者名（実施機関名）

代表者名 印

住 所

電話番号

別添の実施日程等により、職業紹介責任者講習会を実施いたしたく申し出ます

ので、貴省ホームページへの掲載について、よろしくお取り計らい下さい。
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通達様式第１５号 （日本工業規格Ａ列４）

職業紹介責任者講習会実施日程書

※開催者番号

申出者名（実施機関名）

応 募 窓 口：

問合わせ先：

開催日時 ※講習会 開催場所 受講定員 講師 募集開始 募集締切 受講料

（新規・継続） 場番号 （予定者） 日 時 日 時

（留意事項）

１ 実施日程書は、厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部需給調整事業課から電子媒体で

配付するので、記入のうえ書面及び電子媒体で提出すること。

２ ※欄は厚生労働省において番号を付与するので、実施機関において記入しないこと。
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通達様式第１６号（第１面） （日本工業規格Ａ列４）

職業紹介責任者講習会受講者名簿

※開催者番号

厚生労働省職業安定局長 殿

申出者名（実施機関名）

代表者名 印

住 所

電話番号

講習会場番号 受講者番号 受講年月日 受講者氏名

（留意事項）

１ 開催者番号及び講習会場番号は、講習会実施申出の際に厚生労働省から付与された

ものを記載すること。

２ 受講者番号は、各講習会ごとに付与すること。
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通達様式第１６号（第２面） （日本工業規格Ａ列４）

職業紹介責任者講習会受講者名簿

※開催者番号

講習会場番号 受講者番号 受講年月日 受講者氏名
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通達様式第１７号 （日本工業規格Ａ列４）

職 業 紹 介 責 任 者 講 習 会

受 講 証 明 書

殿

年 月 日 〇〇県において、職業紹介責任者講習会

を受講したことを証明する。

実施機関の代表者 印

番号（ － － ）

※ 番号の欄には左から順に開催者番号、講習会場番号、受講者番号を記載し、各番号の間に
「－」を記載すること。
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通達様式第１８号 （日本工業規格Ａ列４）

年齢制限求人に係る情報提供

平成 年 月 日

（ ）公共職業安定所長 殿

（職業紹介事業者の氏名又は名称）

当社の取扱いに係る求人の申込みについて、下記のとおり、雇用対策法（昭和４

１年法律第１３２号）第１０条又は高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和

４６年法律第６８号）第１８条の２第１項違反と思われる事案がありましたので、

情報提供いたします。

記

１ 違反と思われる事業主の氏名又は名称及び連絡先

氏名又は名称：（記載例）○○社○○事業所

連絡先（住所又は所在地、電話番号等）：

２ 事案の概要（違反する法律の条項、求人の職種、年齢制限の内容及び理由、求

人の申込みの日付等）

（記載例）

平成○○年○○月○○日に申込みのあった○○の職種の求人について、○

○歳以下という条件が付されているが、これは雇用対策法施行規則（昭和４

１年労働省令第２３号）第１条の３第１項各号に該当しないものと考えられ

る。

３ 処理の状況（当社からの働きかけの内容、求人の状況等）

（記載例）

当社において年齢制限の是正を働きかけたものの、これに応じなかった為に

求人受理を行わなかった。

４ その他特記事項
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